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明石市市税条例の一部を改正する条例 

明石市市税条例（昭和２５年条例第１３号）の一部を次のように改正する。 

改   正 現   行 

（市民税の減免申請等） （市民税の減免申請等） 

第34条の２ 前条第１項、第２項又は第４項の規

定により市民税の減免を受けようとする個人

は、当該年度の初日の属する年の翌年の３月31

日までに事由を証する書類を添えて、市長に申

請しなければならない。ただし、同日までに申

請しなかつたことについてやむを得ない理由

があると市長が認める場合は、同日後において

も、当該申請をすることができる。 

第34条の２ 前条第１項、第２項又は第４項の規

定により市民税の減免を受けようとする個人

は、当該年度の初日の属する年の翌年の３月31

日までに事由を証する書類を添えて、市長に申

請しなければならない。ただし、市長がやむを

得ない理由があると認めるときは、この限りで

ない。 

２ （略） ２ （略） 

３ 市長は、第１項の申請がなかつた場合におい

ても、規則で定めるときは、同項の規定にかか

わらず、前条第４項の規定を適用することがで

きる。 

（新 設） 

４ （略） ３ （略） 

第35条～第39条 （略） 第35条～第39条 （略） 

（固定資産税の非課税の規定の適用を受けよ

うとする者がすべき申告） 

（固定資産税の非課税の規定の適用を受けよ

うとする者がすべき申告） 

第39条の２ （略） 第39条の２ （略） 

２ （略） ２ （略） 

３ 法第348条第２項第９号、第９号の２若しく

は第12号の固定資産又は同項第16号の固定資

産（独立行政法人労働者健康安全機構が設置す

る医療関係者の養成所において直接教育の用

に供するものに限る。次条において同じ。）に

ついて同項本文の規定の適用を受けようとす

る者は、土地については第１号及び第２号に、

家屋については第３号及び第４号に、償却資産

については第５号及び第６号に掲げる事項を

記載した申告書を、当該土地、家屋又は償却資

産が学校法人若しくは私立学校法（昭和24年法

律第270号）第152条第５項の法人、公益社団法

人若しくは公益財団法人、宗教法人若しくは社

会福祉法人で幼稚園を設置するもの、医療法（

昭和23年法律第205号）第31条の公的医療機関

３ 法第348条第２項第９号、第９号の２若しく

は第12号の固定資産又は同項第16号の固定資

産（独立行政法人労働者健康安全機構が設置す

る医療関係者の養成所において直接教育の用

に供するものに限る。次条において同じ。）に

ついて同項本文の規定の適用を受けようとす

る者は、土地については第１号及び第２号に、

家屋については第３号及び第４号に、償却資産

については第５号及び第６号に掲げる事項を

記載した申告書を、当該土地、家屋又は償却資

産が学校法人若しくは私立学校法（昭和24年法

律第270号）第64条第４項の法人、公益社団法

人若しくは公益財団法人、宗教法人若しくは社

会福祉法人で幼稚園を設置するもの、医療法（

昭和23年法律第205号）第31条の公的医療機関
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の開設者、令第49条の10第１項に規定する医療

法人、公益社団法人若しくは公益財団法人、一

般社団法人（非営利型法人（法人税法第２条第

９号の２に規定する非営利型法人をいう。以下

この条において同じ。）に該当するものに限る

。）若しくは一般財団法人（非営利型法人に該

当するものに限る。）、社会福祉法人、独立行

政法人労働者健康安全機構、健康保険組合若し

くは健康保険組合連合会若しくは国家公務員

共済組合若しくは国家公務員共済組合連合会

で看護師、准看護師、歯科衛生士、歯科技工士

、助産師、臨床検査技師、理学療法士若しくは

作業療法士の養成所を設置するもの、公益社団

法人若しくは公益財団法人で図書館を設置す

るもの、公益社団法人若しくは公益財団法人若

しくは宗教法人で博物館法（昭和26年法律第28

5号）第２条第１項の博物館を設置するもの又

は公益社団法人若しくは公益財団法人で学術

の研究を目的とするもの（以下この項において

「学校法人等」という。）の所有に属しないも

のである場合においては当該土地、家屋又は償

却資産を当該学校法人等に無料で使用させて

いることを証明する書面を添付して、市長に提

出しなければならない。 

の開設者、令第49条の10第１項に規定する医療

法人、公益社団法人若しくは公益財団法人、一

般社団法人（非営利型法人（法人税法第２条第

９号の２に規定する非営利型法人をいう。以下

この条において同じ。）に該当するものに限る

。）若しくは一般財団法人（非営利型法人に該

当するものに限る。）、社会福祉法人、独立行

政法人労働者健康安全機構、健康保険組合若し

くは健康保険組合連合会若しくは国家公務員

共済組合若しくは国家公務員共済組合連合会

で看護師、准看護師、歯科衛生士、歯科技工士

、助産師、臨床検査技師、理学療法士若しくは

作業療法士の養成所を設置するもの、公益社団

法人若しくは公益財団法人で図書館を設置す

るもの、公益社団法人若しくは公益財団法人若

しくは宗教法人で博物館法（昭和26年法律第28

5号）第２条第１項の博物館を設置するもの又

は公益社団法人若しくは公益財団法人で学術

の研究を目的とするもの（以下この項において

「学校法人等」という。）の所有に属しないも

のである場合においては当該土地、家屋又は償

却資産を当該学校法人等に無料で使用させて

いることを証明する書面を添付して、市長に提

出しなければならない。 

(１)～(６) （略） (１)～(６) （略） 

４～５ （略） ４～５ （略） 

第39条の３～第50条 （略） 第39条の３～第50条 （略） 

（固定資産税の減免） （固定資産税の減免） 

第51条 （略） 第51条 （略） 

２～４ （略） ２～４ （略） 

５ 前各項の規定により固定資産税の減免を受

けようとする者は減免事由発生の日から10日

以内（減免事由が前年度から存続しているとき

は当該年度の最初の納期限前10日まで）に次に

掲げる事項を記載した申請書及びその減免を

受けようとする事由を証明する書類を添えて

市長に提出しなければならない。ただし、期間

内に提出しなかつたことについてやむを得な

い理由があると市長が認める場合は、当該期間

５ 前各項の規定によつて固定資産税の減免を

受けようとする者は減免事由発生の日から10

日以内（減免事由が前年度から存続していると

きは当該年度の最初の納期限前10日まで）に次

に掲げる事項を記載した申請書及びその減免

を受けようとする事由を証明する書類を添え

て市長に提出しなければならない。ただし、期

間内に提出しなかつたことについてやむを得

ない理由があると市長が認める場合は、この限
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の経過後においても、これらの書類を提出する

ことができる。 

りでない。 

(１)～(５) （略） (１)～(５) （略） 

６ 市長は、前項の規定による申請がなかつた場

合においても、規則で定めるときは、同項の規

定にかかわらず、第１項から第４項までの規定

を適用することができる。 

（新 設） 

７ （略） ６ （略） 

第51条の２～第145条 （略） 第51条の２～第145条 （略） 

附 則 附 則 

第１条～第３条の２の２ （略） 第１条～第３条の２の２ （略） 

 （公益法人等に係る市民税の課税の特例） 

（削 る） 第３条の２の３ 当分の間、租税特別措置法第40

条第３項後段（同条第６項から第10項まで及び

第11項（同条第12項において準用する場合を含

む。以下この条において同じ。）の規定により

みなして適用する場合を含む。）の規定の適用

を受けた同法第40条第３項に規定する公益法

人等（同条第６項から第11項までの規定により

特定贈与等に係る公益法人等とみなされる法

人を含む。）を同条第３項に規定する贈与又は

遺贈を行つた個人とみなして、令附則第３条の

２の３で定めるところにより、これに同項に規

定する財産（同法第40条第６項から第11項まで

の規定により特定贈与等に係る財産とみなさ

れる資産を含む。）に係る山林所得の金額、譲

渡所得の金額又は雑所得の金額に係る市民税

の所得割を課する。 

第３条の３～第７条の２ （略） 第３条の３～第７条の２ （略） 

（法附則第15条第２項第１号等の条例で定め

る割合） 

（法附則第15条第２項第１号等の条例で定め

る割合） 

第７条の３ （略） 第７条の３ （略） 

２～13 （略） ２～13 （略） 

14 法附則第15条第25項第２号に規定する設備

について同号に規定する市の条例で定める割

合は７分の６とする。 

（新 設） 

15 法附則第15条第25項第３号イに規定する設

備について同号に規定する市の条例で定める

割合は４分の３とする。 

14 法附則第15条第25項第２号イに規定する設

備について同号に規定する市の条例で定める

割合は４分の３とする。 
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16 法附則第15条第25項第３号ロに規定する設

備について同号に規定する市の条例で定める

割合は４分の３とする。 

15 法附則第15条第25項第２号ロに規定する設

備について同号に規定する市の条例で定める

割合は４分の３とする。 

17 法附則第15条第25項第３号ハに規定する設

備について同号に規定する市の条例で定める

割合は４分の３とする。 

16 法附則第15条第25項第２号ハに規定する設

備について同号に規定する市の条例で定める

割合は４分の３とする。 

18 法附則第15条第25項第４号イに規定する設

備について同号に規定する市の条例で定める

割合は２分の１とする。 

17 法附則第15条第25項第３号イに規定する設

備について同号に規定する市の条例で定める

割合は２分の１とする。 

19 法附則第15条第25項第４号ロに規定する設

備について同号に規定する市の条例で定める

割合は２分の１とする。 

18 法附則第15条第25項第３号ロに規定する設

備について同号に規定する市の条例で定める

割合は２分の１とする。 

20 法附則第15条第25項第４号ハに規定する設

備について同号に規定する市の条例で定める

割合は２分の１とする。 

19 法附則第15条第25項第３号ハに規定する設

備について同号に規定する市の条例で定める

割合は２分の１とする。 

21 （略） 20 （略） 

（削 る） 21 法附則第15条第32項に規定する市の条例で

定める割合は３分の１とする。 

22 法附則第15条第32項に規定する市の条例で

定める割合は３分の２とする。 

22 法附則第15条第33項に規定する市の条例で

定める割合は３分の２とする。 

23 法附則第15条第37項に規定する市の条例で

定める割合は３分の２とする。 

23 法附則第15条第38項に規定する市の条例で

定める割合は３分の２とする。 

24 法附則第15条第38項に規定する市の条例で

定める割合は２分の１とする。 

（新 設） 

25 法附則第15条第41項に規定する市の条例で

定める割合は３分の１とする。 

24 法附則第15条第42項に規定する市の条例で

定める割合は３分の１とする。 

26 法附則第15条第42項に規定する市の条例で

定める割合は４分の３とする。 

25 法附則第15条第43項に規定する市の条例で

定める割合は４分の３とする。 

27 （略） 26 （略） 

28 （略） 27 （略） 

（新築住宅等に対する固定資産税等の減額の

規定の適用を受けようとする者がすべき申告） 

（新築住宅等に対する固定資産税等の減額の

規定の適用を受けようとする者がすべき申告） 

第７条の４ （略） 第７条の４ （略） 

２ （略） ２ （略） 

３ 市長は、法附則第15条の７第１項又は第２項

の認定長期優良住宅のうち区分所有に係る住

宅については、前項の申告書の提出がなかつた

場合においても、長期優良住宅の普及の促進に

関する法律（平成20年法律第87号）第５条第４

（新 設） 
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項に規定する管理者等から、法附則第15条の７

第３項に規定する期間内に施行規則附則第７

条第４項に規定する書類の提出がされ、かつ、

当該区分所有に係る住宅が法附則第15条の７

第１項又は第２項に規定する要件に該当する

と認められるときは、前項の規定にかかわらず

、同条第１項又は第２項の規定を適用すること

ができる。 

４ （略） ３ （略） 

５ （略） ４ （略） 

６ （略） ５ （略） 

７ （略） ６ （略） 

８ （略） ７ （略） 

９ 法附則第15条の９第４項の高齢者等居住改

修住宅又は同条第５項の高齢者等居住改修専

有部分について、これらの規定の適用を受けよ

うとする者は、同条第４項に規定する居住安全

改修工事が完了した日から３月以内に、次に掲

げる事項を記載した申告書に施行規則附則第

７条第９項各号に掲げる書類を添付して市長

に提出しなければならない。 

８ 法附則第15条の９第４項の高齢者等居住改

修住宅又は同条第５項の高齢者等居住改修専

有部分について、これらの規定の適用を受けよ

うとする者は、同条第４項に規定する居住安全

改修工事が完了した日から３月以内に、次に掲

げる事項を記載した申告書に施行規則附則第

７条第８項各号に掲げる書類を添付して市長

に提出しなければならない。 

(１)～(７) （略） (１)～(７) （略） 

10 法附則第15条の９第９項の熱損失防止改修

等住宅又は同条第10項の熱損失防止改修等専

有部分について、これらの規定の適用を受けよ

うとする者は、同条第９項に規定する熱損失防

止改修工事等が完了した日から３月以内に、次

に掲げる事項を記載した申告書に施行規則附

則第７条第10項各号に掲げる書類を添付して

市長に提出しなければならない。 

９ 法附則第15条の９第９項の熱損失防止改修

等住宅又は同条第10項の熱損失防止改修等専

有部分について、これらの規定の適用を受けよ

うとする者は、同条第９項に規定する熱損失防

止改修工事等が完了した日から３月以内に、次

に掲げる事項を記載した申告書に施行規則附

則第７条第９項各号に掲げる書類を添付して

市長に提出しなければならない。 

(１)～(６) （略） (１)～(６) （略） 

11 法附則第15条の９の２第１項に規定する特

定耐震基準適合住宅について、同項の規定の適

用を受けようとする者は、当該特定耐震基準適

合住宅に係る耐震改修が完了した日から３月

以内に、次に掲げる事項を記載した申告書に施

行規則附則第７条第11項各号に掲げる書類を

添付して市長に提出しなければならない。 

10 法附則第15条の９の２第１項に規定する特

定耐震基準適合住宅について、同項の規定の適

用を受けようとする者は、当該特定耐震基準適

合住宅に係る耐震改修が完了した日から３月

以内に、次に掲げる事項を記載した申告書に施

行規則附則第７条第10項各号に規定する書類

を添付して市長に提出しなければならない。 

(１)～(６) （略） (１)～(６) （略） 
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12 法附則第15条の９の２第４項に規定する特

定熱損失防止改修等住宅又は同条第５項に規

定する特定熱損失防止改修等住宅専有部分に

ついて、これらの規定の適用を受けようとする

者は、法附則第15条の９第９項に規定する熱損

失防止改修工事等が完了した日から３月以内

に、次に掲げる事項を記載した申告書に施行規

則附則第７条第12項各号に掲げる書類を添付

して市長に提出しなければならない。 

11 法附則第15条の９の２第４項に規定する特

定熱損失防止改修等住宅又は同条第５項に規

定する特定熱損失防止改修等住宅専有部分に

ついて、これらの規定の適用を受けようとする

者は、法附則第15条の９第９項に規定する熱損

失防止改修工事等が完了した日から３月以内

に、次に掲げる事項を記載した申告書に施行規

則附則第７条第11項各号に掲げる書類を添付

して市長に提出しなければならない。 

(１)～(６) （略） (１)～(６) （略） 

13 法附則第15条の９の３第１項に規定する特

定マンションに係る区分所有に係る家屋につ

いて、同項の規定の適用を受けようとする者は

、当該特定マンションに係る同項に規定する工

事が完了した日から３月以内に、次に掲げる事

項を記載した申告書に施行規則附則第７条第1

7項各号に掲げる書類を添付して市長に提出し

なければならない。 

12 法附則第15条の９の３第１項に規定する特

定マンションに係る区分所有に係る家屋につ

いて、同項の規定の適用を受けようとする者は

、当該特定マンションに係る同項に規定する工

事が完了した日から３月以内に、次に掲げる事

項を記載した申告書に施行規則附則第７条第1

6項各号に掲げる書類を添付して市長に提出し

なければならない。 

(１)～(５) （略） (１)～(５) （略） 

14 法附則第15条の10第１項の耐震基準適合家

屋について、同項の規定の適用を受けようとす

る者は、当該耐震基準適合家屋に係る耐震改修

が完了した日から３月以内に、次に掲げる事項

を記載した申告書に施行規則附則第７条第18

項に規定する補助に係る補助金確定通知書の

写し、建築物の耐震改修の促進に関する法律（

平成７年法律第123号）第７条又は附則第３条

第１項の規定による報告の写し及び当該耐震

改修後の家屋が令附則第12条第19項に規定す

る基準を満たすことを証する書類を添付して

市長に提出しなければならない。 

13 法附則第15条の10第１項の耐震基準適合家

屋について、同項の規定の適用を受けようとす

る者は、当該耐震基準適合家屋に係る耐震改修

が完了した日から３月以内に、次に掲げる事項

を記載した申告書に施行規則附則第７条第17

項に規定する補助に係る補助金確定通知書の

写し、建築物の耐震改修の促進に関する法律（

平成７年法律第123号）第７条又は附則第３条

第１項の規定による報告の写し及び当該耐震

改修後の家屋が令附則第12条第19項に規定す

る基準を満たすことを証する書類を添付して

市長に提出しなければならない。 

(１)～(４) （略） (１)～(４) （略） 

(５) 施行規則附則第７条第18項に規定する

補助の算定の基礎となつた当該耐震基準適

合家屋に係る耐震改修に要した費用 

(５) 施行規則附則第７条第17項に規定する

補助の算定の基礎となつた当該耐震基準適

合家屋に係る耐震改修に要した費用 

(６) （略） (６) （略） 

15 （略） 14 （略） 

第７条の４の２～第11条の２ （略） 第７条の４の２～第11条の２ （略） 

（特別土地保有税の課税の特例） （特別土地保有税の課税の特例） 
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第11条の３ （略） 第11条の３ （略） 

２ 附則第９条の規定の適用がある宅地等（法第

349条の３、第349条の３の２又は附則第15条か

ら第15条の３までの規定の適用がある宅地等

を除く。）に対して課する法附則第31条の３第

１項に規定する各年度分の特別土地保有税の

算定については、同項に定めるところによる。 

２ 附則第９条の規定の適用がある宅地等（法第

349条の３、第349条の３の２又は附則第15条か

ら第15条の３までの規定の適用がある宅地等

を除く。）に対して課する法附則第31の３第１

項に規定する各年度分の特別土地保有税の算

定については、同項に定めるところによる。 

３ （略） ３ （略） 

第12条～第15条の２ （略） 第12条～第15条の２ （略） 

（読替規定） （読替規定） 

第16条 法附則第15条第１項、第９項、第13項か

ら第17項まで、第19項、第20項、第24項、第27

項、第31項から第34項まで、第37項、第38項、

第42項若しくは第45項、第15条の２第２項、第

15条の３又は第63条の規定の適用がある各年

度分の都市計画税に限り、第115条第２項中「

又は第33項」とあるのは「若しくは第33項又は

附則第15条から第15条の３まで若しくは第63

条」とする。 

第16条 法附則第15条第１項、第９項、第13項か

ら第17項まで、第19項、第20項、第24項、第27

項、第31項から第35項まで、第38項、第39項、

第43項若しくは第46項、第15条の２第２項、第

15条の３又は第63条の規定の適用がある各年

度分の都市計画税に限り、第115条第２項中「

又は第33項」とあるのは「若しくは第33項又は

附則第15条から第15条の３まで若しくは第63

条」とする。 

  

以 下 略 以 下 略 

  

備考 

１ 改正部分は、下線の部分である。 

２ 改正の欄に「（削 る）」とある場合は、現行の欄の改正部分を削る。 

３ 現行の欄に「（新 設）」とある場合は、改正の欄の改正部分を加える。 

 

附 則 

 （施行期日） 

第１条 この条例は、公布の日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、当該各号

に定める日から施行する。 

(１) 第３９条の２第３項の改正 令和７年４月１日 

(２) 附則第３条の２の３を削る改正 公益信託に関する法律（令和６年法律第３０号）

の施行の日の属する年の翌年の１月１日 

 （固定資産税に関する経過措置） 

第２条 別段の定めがあるものを除き、この条例による改正後の明石市市税条例（以下「新

条例」という。）の規定中固定資産税に関する部分は、令和６年度以後の年度分の固定資産

税について適用し、令和５年度分までの固定資産税については、なお従前の例による。 
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２ 令和２年４月１日から令和６年３月３１日までの間に新たに取得された地方税法等の一

部を改正する法律（令和６年法律第４号）第１条の規定による改正前の地方税法（昭和２

５年法律第２２６号。以下「旧法」という。）附則第１５条第２５項に規定する特定再生可

能エネルギー発電設備に対して課する固定資産税については、なお従前の例による。 

３ 平成２９年４月１日から令和６年３月３１日までの間に受けた旧法附則第１５条第３２

項に規定する政府の補助に係る同項に規定する特定事業所内保育施設の用に供する固定資

産に対して課する固定資産税については、なお従前の例による。 

 （都市計画税に関する経過措置） 

第３条 別段の定めがあるものを除き、新条例の規定中都市計画税に関する部分は、令和６

年度以後の年度分の都市計画税について適用し、令和５年度分までの都市計画税について

は、なお従前の例による。 

２ 平成２９年４月１日から令和６年３月３１日までの間に受けた旧法附則第１５条第３

２項に規定する政府の補助に係る同項に規定する特定事業所内保育施設の用に供する固

定資産に対して課する都市計画税については、なお従前の例による。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （提案理由） 

本案は、大規模災害が発生した場合に備え、申請によらずに市税の減免を行えるよう規定

を整備するほか、令和６年度税制改正における地方税法等の一部改正に伴う所要の整備を図

ることにつき、条例の一部を改正しようとするものである。 
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